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ルと同様に古く狭小なトンネルを対象に、坑口付近とその前後に、車両や二輪

車に対して、危険予知を促す注意喚起看板の設置を行った。 

 

図９ 危険予知を促す注意喚起看板のレイアウト 

 

 （２）実況見分（令和４年８月）後における助人トンネルの処置 

   一般国道１６８号助人トンネル死傷事故については、現在、警察の捜査中の段階で

あり、原因の特定にまで至っていないことから、工事再開の見込みが立たない状況を

鑑み、警察に確認を取りながら、工事用の仮設ケーブル等を撤去するなど、仮設物の

撤去を９月９日に完了し、トンネル内を工事着手前の状態に戻している。 

写真４ 助人トンネル（現在の状況） 
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５ 事故に至った原因 

 

５．１ 事故発生箇所のトンネル断面の寸法 

事故発生後の５月５日に、助人トンネルにおいて、ケーブルの垂れ下がった箇所の断

面計測を行った。 

計測結果は、次のとおりである。 

高さ：道路の中心 ５.０９８ｍ 

幅 ：路肩を含む道路の幅（覆工コンクリート間の全幅）  ６.３１２ｍ 

写真５ 助人トンネル（事故箇所の断面） 

 

５．２ 仮設ケーブルの固定位置及びその状況 

 事故発生後、助人トンネルにおいて、ケーブルの垂れ下がった固定位置とその固定状

況の調査を行った。 

 調査結果は、次のとおりである。 

  固定箇所：７箇所（うち、アイボルト及び結束バンド５箇所、ケーブラー２箇所） 

  固定箇所の材料及びその状況： 

トンネル壁面にアイボルトを設置し、仮設ケーブルを結束バンドで固定 

図２０ 固定箇所イメージ図  写真６ アイボルト及び結束バンドの固定状況 

道路中心トンネル中心65978113171127
6312

5098 ケーブラーアイボルトアイボルトアイボルトアイボルト アイボルト
ケーブラー

616
711
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写真７ ケーブラーの固定状況 

 

５．３ 破断した結束バンドの想定される許容耐力 

 事故発生後、助人トンネルにおいて、ケーブルの垂れ下がった固定箇所の調査を行っ

た結果、アイボルトのみがトンネル壁面に存置され、結束バンドが５箇所で破断してい

たことが判明した。このため、結束バンドが破断に至るまでの許容耐力を推定した。 

 （１）固定されていた結束バンドの引張強度 

    当事故現場にて使用されていた結束バンドの引張強度は、メーカーカタログか

ら１本あたり２７０Ｎとなっている。 

    アイボルトとケーブルを固定していた結束バンドは、２本であったため、１箇

所あたりの引張強度は、５４０Ｎ（＝２７０Ｎ×２本）となる。 

    これを、ｋｇ換算した場合、１Ｎは０．１０１９ｋｇのため、５５．０２６ｋ

ｇ（＝５４０Ｎ×０．１０１９ｋｇ）となる。 

    つまり、１箇所あたりの引張強度は、約５５ｋｇとなる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２１ 破断した結束バンド（ＡＢ３００-Ｗ） 



 

14  図２２ 破断した結束バンドのメーカーカタログ 
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 （２）固定箇所の結束バンドに加わるケーブルの荷重 

    当事故現場にて使用されていたケーブルの概算質量は、メーカーカタログから

１ｋｍあたり２９５ｋｇとなっている。これを、１ｍあたりに換算した場合、０．

２９５ｋｇ（＝２９５ｋｇ÷１，０００ｍ）となる。 

    アイボルト及び結束バンドで固定されていた６本のケーブルは、トンネル壁面

にケーブルがたるまない１ｍ程度での固定が行われていたため、固定箇所に生じ

るケーブルの荷重は、１ｍ程度のケーブルで６本分の荷重と想定され、これを算

出すると、１．７７ｋｇ（＝０．２９５ｋｇ×６本）となる。 

    つまり、固定箇所１箇所あたりのケーブルの荷重は、約２ｋｇとなる。 

    なお、参考値として、トンネル天井付近からトンネル壁面に沿って、地面から

約１．７ｍ迄の間のケーブルの総重量を算出した場合、断面計測結果（写真●）に

おいてケーブルの総延長が５．２１１ｍ（＝０．６１６ｍ＋０．６５９ｍ＋０．７

８１ｍ＋１．３１７ｍ＋１．１２７ｍ＋０．７１１ｍ）であることから、総重量は

９．２２３ｋｇ（＝５．２１１ｍ×１．７７ｋｇ）となる。 

図２３ 使用した仮設ケーブル（ＥＭ ６００Ｖ ＣＥ／Ｆ） 
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図２４ 使用したケーブルのメーカーカタログ 
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 （３）結束バンドの想定される許容耐力 

    （１）で算出した固定箇所１箇所あたりの結束バンドの引張強度約５５ｋｇに

対し、（２）で算出したケーブルの荷重は約２ｋｇと想定されることから、結束

バンドの許容耐力としては約５３ｋｇ（＝５５ｋｇ-２ｋｇ）と想定される。 

    なお、（２）で参考値として算出したトンネル天井付近からトンネル壁面に沿

って、地面から約１．７ｍ迄の間のケーブルの総重量は約９．２ｋｇであり、仮

にその総重量が固定箇所１箇所のみに加わったとしても、固定箇所１箇所あたり

の結束バンドの引張強度が約５５ｋｇであることから、総重量が引張強度にまで

およぶ重量でないことが推定される。 

これらのことから、ケーブル自体が自然落下することは考えにくく、何らかの

相当な外力が加わり結束バンドが破断し、ケーブルが垂れ下がった可能性が推定さ

れる。 

 

５．４ 有識者のご見解 

有識者として土木分野で地盤、トンネル、コンクリート構造物が専門の京都大学大学

院の肥後教授に、事故発生後、令和４年５月４日に現地確認を頂いた見解を次に示す。 

○ ケーブル移設工法については、アンカー自体の触診を行ったところ、しっかり固

定されており、施工に問題ない。 

○ また、結束バンドにおいても、簡単に破断されるものではないため、今回の施工方

法について問題ない。 

○ 外力なしで結束バンドが何カ所も同時に外れることは考えられない。 

 

５．５ まとめ 

事故発生直後の現場確認時において、垂れ下がったケーブルの固定ボルト（アイボルト）

は、５箇所ともトンネル内壁のコンクリートに固定（鋼板と鋼板の間の目地部に固定）さ

れ、損傷は認められなかった。また、他のケーブルの固定箇所でも損傷は認められなかっ

た。 

耐荷力は十分に確保されていたこと、今回採用したトンネル天井から壁面に固定する移

設方法は、他のトンネル補修工事においても、一般的に用いられている移設方法であるこ

とから、今回の事故は、仮移設のケーブルの垂れ下がった原因が、工事中の施工に伴う自

然落下ではなく、外力の影響を受けた事によるものと推定される。 

とりわけ、固定ボルトとケーブルを結束していたバンドが、５箇所も破断していること

が確認されており、非常に大きな外力を受けたものと推定される。 

なお、何らかの非常に大きな外力そのものについては、今後の警察の捜査を待つことに
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なるが、今回の事故を踏まえ、今後の類似の道路トンネルにおける補修工事の事故発生を

防止する観点から、本事故に至るまでのリスク要因を排除することが望ましいと考えられ

る。 

 

 

６ 事故に至った原因を踏まえた再発防止対策 

 

６．１ 国通知におけるトンネル補修工事を行う場合における留意点 

 一般国道１６８号助人トンネル死傷事故の発生を受けて、国土交通省は、令和４年７

月に、関係者に対して、事故が、トンネル天井から垂れ下がった照明用ケーブルに通行

中のバイク２台が接触したことが原因と考えられることから、トンネルの補修工事を行

う場合の留意点をまとめて通知した。 

 その内容を、次に示す。 

 

 （ⅰ）建築限界

※２
（H=4.5m）が確保されておらず、かつ、車道の幅員が狭小なトンネ

ルにおいて、仮設物やケーブル（以下、「仮設物等」という。）の設置又は切り回

しを行う場合は、車両がこれらの仮設物等に接触しないよう、できる限り高さに

余裕のある空間内で行うこと 

 

（ⅱ）施工中の仮設物等により、高さ制限される場合は、標識等を出すこととなって

いるが、その際、単に工事中という情報だけでなく、高さ等が不足していることが

わかるよう現場に表示すること 

 

（ⅲ）照明は施工中も施工前の輝度を損なわないように配慮するとともに、損なわざ

るを得ない場合は、入り口に「照明暗い注意」などの看板を表示すること 

 

６．２ 奈良県におけるトンネル補修工事を行う場合における対応方針 

 奈良県が管理する道路トンネルは、現在、１３５本存在している。これらの道路トン

ネルは、各々の建設当時の道路構造令に基づき、建設されたものである。道路構造令は、

車両の大型化等の変遷により、時代とともに必要に応じて見直されてきた。 

国通知の留意点（ⅰ）にある建築限界も、その見直されてきた一つである。 

このように、奈良県が管理する道路トンネルの中には、現在の道路構造令における建

築限界を満たさないトンネルもあり、一般国道１６８号助人トンネルも、その１つであ

る。 

なお、現在の道路構造令における建築限界を満たさないトンネルの中でも、昭和３３
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年以前の道路構造令に基づき築造されたトンネルは、車道の幅員が狭小なトンネルであ

り、奈良県が管理するトンネルでは、助人トンネルを含め５６本存在している。 

それらのトンネルを、次に示す。 

図２５ 県内にある狭小なトンネル（建設年次順） 

 

本県では、このような狭小な５６本のトンネルを含めた県が管理する全てのトンネル

（１３５本）の補修工事の留意点について、国の通知を踏まえつつ、本事故が垂れ下が

ったケーブルに起因したものであることを踏まえ、原因が不明であるが、物理的に通行

1 小南トンネル 地方道 洞川下市線 110 3.5 1930 S5 その他 吉野 天川村2 白倉トンネル 国道 国道309号 29 3 1935 S10 その他 吉野 天川村3 参陵トンネル 地方道 桜井明日香吉野線 20.6 3.7 1941 S16 その他 吉野 吉野町4 猿谷トンネル 国道 国道168号 300.3 5.2 1954 S29 山岳（矢板） 五條 五條市5 阪本トンネル 国道 国道168号 73.6 5.8 1956 S31 山岳（矢板） 五條 五條市6 高原トンネル 国道 国道168号 60.6 6.5 1957 S32 山岳（矢板） 五條 十津川村7 花園トンネル 国道 国道168号 27.3 6 1957 S32 山岳（矢板） 五條 十津川村8 小名トンネル 地方道 吉野室生寺針線 147.3 5.2 1958 S33 山岳（矢板） 吉野 吉野町9 桑畑第1号トンネル 国道 国道168号 123 5.8 1959 S34 山岳（矢板） 五條 十津川村10 桑畑第2号トンネル 国道 国道168号 61.3 5.8 1959 S34 山岳（矢板） 五條 十津川村11 桑畑第3号トンネル 国道 国道168号 76.4 6 1959 S34 山岳（矢板） 五條 十津川村12 果無トンネル 国道 国道168号 301.5 6.3 1959 S34 山岳（矢板） 五條 十津川村13 風屋トンネル 国道 国道168号 141.1 6.1 1959 S34 山岳（矢板） 五條 十津川村14 大瀬トンネル 国道 国道168号 50.4 5.8 1959 S34 山岳（矢板） 五條 十津川村15 三⾥トンネル 国道 国道168号 102 6.3 1959 S34 山岳（矢板） 五條 十津川村16 高時トンネル 国道 国道168号 621.5 6.3 1959 S34 山岳（矢板） 五條 十津川村17 川上トンネル 国道 国道168号 80 6.3 1959 S34 山岳（矢板） 五條 十津川村18 助人トンネル 国道 国道168号 555 6.3 1959 S34 山岳（矢板） 五條 十津川村19 津越野トンネル 国道 国道168号 280.6 6.3 1959 S34 山岳（矢板） 五條 十津川村20 新天辻トンネル 国道 国道168号 1174 6.3 1959 S34 山岳（矢板） 五條 五條市21 五百瀬トンネル 地方道 川津高野線 45 5 1959 S34 山岳（矢板） 五條 十津川村22 百徳トンネル 国道 国道168号 18 6.3 1959 S34 山岳（矢板） 五條 十津川村23 大台口トンネル 地方道 大台ヶ原公園川上線 85 6.9 1959 S34 山岳（矢板） 吉野 上北⼭村24 高倉第一トンネル 国道 国道425号 33 4 1959 S34 山岳（矢板） 吉野 上北⼭村25 高倉第二トンネル 国道 国道425号 154 4 1959 S34 山岳（矢板） 吉野 上北⼭村26 坂本トンネル 国道 国道425号 53.3 5.7 1959 S34 山岳（矢板） 吉野 上北⼭村27 小口第二トンネル 国道 国道169号 271.2 7.2 1960 S35 その他 吉野 下北⼭村28 小口第一トンネル 国道 国道169号 35.3 6 1960 S35 山岳（矢板） 吉野 下北⼭村29 梅垣内トンネル 地方道 龍神⼗津川線 41 4.4 1960 S35 山岳（矢板） 五條 十津川村30 南池原トンネル 国道 国道169号 383.6 6.1 1961 S36 山岳（矢板） 吉野 下北⼭村31 ⼤⾥トンネル 国道 国道169号 267.4 7.2 1961 S36 その他 吉野 下北⼭村32 木津トンネル 国道 国道166号(旧道) 65 5.5 1961 S36 山岳（矢板） 宇陀 東吉野村33 小山手トンネル 国道 国道425号 9.8 4.7 1961 S36 その他 五條 十津川村34 白川トンネル 国道 国道169号 83.6 6.5 1963 S38 その他 吉野 上北⼭村35 深瀬トンネル 国道 国道169号 227.3 6.5 1963 S38 山岳（矢板） 吉野 上北⼭村36 音枝トンネル 国道 国道169号 98 7 1963 S38 山岳（矢板） 吉野 下北⼭村37 清水トンネル 国道 国道425号 45 4 1963 S38 山岳（矢板） 吉野 下北⼭村38 トボトトンネル 国道 国道425号 32 4 1963 S38 山岳（矢板） 吉野 下北⼭村39 入野トンネル 国道 国道370号 358 6 1964 S39 山岳（矢板） 吉野 吉野町40 ⾦剛トンネル 国道 国道310号 199 6.5 1965 S40 山岳（矢板） 五條 河内⻑野市41 芦原トンネル 国道 国道169号 770 7.8 1965 S40 山岳（矢板） 中和 高取町42 大迫トンネル 国道 国道169号 240.8 7 1965 S40 山岳（矢板） 吉野 川上村43 羽衣トンネル 国道 国道169号 126 7 1965 S40 山岳（矢板） 吉野 川上村44 新伯⺟峯トンネル 国道 国道169号 1963.5 7 1966 S41 山岳（矢板） 吉野 川上村45 カナウナギトンネル 国道 国道425号 41 4 1966 S41 山岳（矢板） 吉野 下北⼭村46 紀和トンネル 地方道 川津高野線 65 4 1966 S41 その他 五條 野迫川村47 芦廼瀬トンネル 国道 国道168号(旧道) 32.5 6.3 1966 S41 山岳（矢板） 五條 十津川村48 滝トンネル 国道 国道425号 224 4 1967 S42 山岳（矢板） 五條 十津川村49 瀧トンネル 国道 国道425号 34.2 4 1967 S42 山岳（矢板） 吉野 上北⼭村50 ⼾賀トンネル 国道 国道169号 157.1 6.4 1967 S42 その他 吉野 上北⼭村51 芦廼瀬トンネル 国道 国道425号 258.9 6 1968 S43 山岳（矢板） 五條 十津川村52 白谷トンネル 国道 国道425号 955 4.8 1968 S43 山岳（矢板） 吉野 下北⼭村53 ⻑平トンネル 地方道 大台大迫線 92.4 5.3 1971 S46 山岳（矢板） 吉野 川上村54 藤ヶ瀬トンネル 地方道 大台大迫線 103.8 5.4 1971 S46 山岳（矢板） 吉野 川上村55 入之波トンネル 地方道 大台大迫線 166.4 6.5 1972 S47 山岳（矢板） 吉野 川上村56 ⾏者還トンネル 国道 国道309号 1151 6.2 1976 S51 山岳（矢板） 吉野 上北⼭村

全幅(m) 工法建設年次（和暦） 事務所 市町村名施設名 路線名 延⻑(m) 建設年次（⻄暦）道路区分No.
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車輌がケーブル類に接触する事故がないよう、リスク要因を排除する方策の検討を行っ

た。 

その内容を次に示す。 

（ⅰ）現在の道路構造令における建築限界の対応 

現在の道路構造令における建築限界内においては、工事中の仮設物並びに補修

に伴うあらたな附属物などを設置しない。但し、以下の場合においては、この限り

ではない。 

① 工事中の仮設物の設置で、その直下の空間において、車両通行させないため

の車線規制（通行止、片側交互通行）などの対策を講じる場合。 

※高さ制限をする場合は、高さ等が不足していることがわかるように現 

場に表示すること 

② 現道路構造令における建築限界が確保されていないトンネルにおいて、補

修前と同一の内空断面の確保ができる場合。 

③ 現道路構造令における建築限界が確保されていないトンネルにおいて、補

修前と同一の内空断面の確保が困難となる内面補強工法などの対策を講じ

る場合で、以下について遵守するもの。 

➢ 内面補強材などは、できる限り内空断面を侵さないこととし、多角的

な視点から、一般通行車両への影響を十分検討

（※）
した上で選定を行う。 

         ※部材の形状、及び材質など 

 

（ⅱ）トンネル内の照明の明るさの確保 

トンネル内の照明は、工事着手前に輝度を確認し、施工中も施工前の輝度を損な

わないよう配慮すること。照明の設置、撤去の工事については、新たな照明を設置

し点灯した上で、既設の照明を撤去することなど、その切り替えにあたっても留意

すること。 

 

（ⅲ）通行車両に危険予測を促すための注意喚起 

車両（自動車・自動二輪車）に対する注意喚起は、トンネルの坑口付近、及びそ

の前後に危険予測を促す効果的な表示看板を設置すること。 
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７ 今後の対応について 

 

７．１ 助人トンネルの事故原因、及び補修工事の再開等について 

本事故は、「５ 事故に至った原因」において記述したとおり、非常に大きな外力に

より結束バンドが破断し、ケーブルが垂れ下がったことが原因となって、事故に至った

ものと推定される。 

もっとも、本事故の発生に至る要因は、現在、警察の捜査中の段階であり、奈良県は、

引き続き、警察の捜査に協力するとともに、捜査が進展して事実関係が明らかとなった

後、それを踏まえて、対策工法の検討を十分に行った上で、助人トンネルの補修工事を

再開する考えである。 

また、本事故の発生したトンネルは、現在の道路構造令における建築限界を満たさない

車道幅員が狭小なトンネルであった。これを解消するためには、トンネル本体の拡幅を行

うか、新たなバイパスの整備が必要となる。 

しかし、多くのトンネルの場合、一般通行車両の交通を確保しながら、トンネル本体の

拡幅工事を行うことは難しく、また、トンネル自体が山間部にあるため、迂回路を確保し

ようとしても、広域的な迂回となってしまう。一方で、新たなバイパスの整備を行うには、

膨大な期間と費用を要することになる。 

本県では、こうした困難な課題はあるが、引き続き、必要性を吟味しながら道路整備を

計画的に順次進めていき、更なる道路の安全性の向上を図っていく考えである。 
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参 考 資 料 

 

※１ 「法令に基づく定期点検」とは、トンネル、橋その他道路を構成する施設若しく

は工作物又は道路の附属物のうち、損傷、腐食その他の劣化その他の異常が生じ

た場合に道路の構造又は交通に大きな支障を及ぼすおそれがあるものの点検に

ついて、その点検を適正に行うために必要な知識等を有する者が、近接目視によ

り、５年に１回の頻度で行うことをいう。 

 

道路法 

第四十二条 道路管理者は、道路を常時良好な状態に保つように維持し、修繕し、もつ

て一般交通に支障を及ぼさないように努めなければならない。 

２ 道路の維持又は修繕に関する技術的基準その他必要な事項は、政令で定める。 

３ 前項の技術的基準は、道路の修繕を効率的に行うための点検に関する基準を含むも

のでなければならない。 

 

道路法施行令 

第三十五条の二 法第四十二条第二項の政令で定める道路の維持又は修繕に関する技

術的基準その他必要な事項は、次のとおりとする。 

一 道路の構造、交通状況又は維持若しくは修繕の状況、道路の存する地域の地形、地

質又は気象の状況その他の状況（次号において「道路構造等」という。）を勘案して、

適切な時期に、道路の巡視を行い、及び清掃、除草、除雪その他の道路の機能を維持

するために必要な措置を講ずること。 

二 道路の点検は、トンネル、橋その他の道路を構成する施設若しくは工作物又は道路

の附属物について、道路構造等を勘案して、適切な時期に、目視その他適切な方法に

より行うこと。 

三 前号の点検その他の方法により道路の損傷、腐食その他の劣化その他の異状がある 

ことを把握したときは、道路の効率的な維持及び修繕が図られるよう、必要な措置を 

講ずること。 

２ 前項に規定するもののほか、道路の維持又は修繕に関する技術的基準その他必要な 

事項は、国土交通省令で定める。 

 

道路法施行規則 

第四条の五の六 令第三十五条の二第二項の国土交通省令で定める道路の維持又は修

繕に関する技術的基準その他必要な事項は、次のとおりとする。 

一 トンネル、橋その他道路を構成する施設若しくは工作物又は道路の附属物のうち、
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損傷、腐食その他の劣化その他の異状が生じた場合に道路の構造又は交通に大きな支

障を及ぼすおそれがあるもの（以下この条において「トンネル等」という。）の点検は、

トンネル等の点検を適正に行うために必要な知識及び技能を有する者が行うことと

し、近接目視により、五年に一回の頻度で行うことを基本とすること。 

二 前号の点検を行つたときは、当該トンネル等について健全性の診断を行い、その結

果を国土交通大臣が定めるところにより分類すること。 

三 第一号の点検及び前号の診断の結果並びにトンネル等について令第三十五条の二

第一項第三号の措置を講じたときは、その内容を記録し、当該トンネル等が利用され

ている期間中は、これを保存すること。 

四 橋、高架の道路その他これらに類する構造の道路と独立行政法人鉄道建設・運輸施

設整備支援機構、独立行政法人日本高速道路保有・債務返済機構若しくは鉄道事業者

の鉄道又は軌道経営者の新設軌道とが立体交差する場合における当該鉄道又は当該

新設軌道の上の道路の部分の計画的な維持及び修繕が図られるよう、あらかじめ独立

行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構、独立行政法人日本高速道路保有・債務返

済機構、当該鉄道事業者又は当該軌道経営者との協議により、当該道路の部分の維持

又は修繕の方法を定めておくこと。 

 

 

※２ 「建築限界」とは、道路を新設し、または改築する場合における高速自動車国道

及び一般国道の構造の一般的技術的基準（「道路構造令」）に規定されている道路

の安全な通行を確保するため構造物を配置してはいけない空間で、車道で高さ４．

５ｍの範囲をいう。道路の幅は、その道路の種別によって異なる。 

図２６ 現在の道路構造令の建築限界（道路の種別：３種３級） 

 

参考資料１：国通知 「トンネル内での事故の発生について」 

a=0.75 W2=6.0b=0.7 H1=4.5 H2=3.8
W1=7.50.75 0.756.0



事 務 連 絡

令和４年７月１２日

北海道開発局 道路建設課 課長補佐 様

道路維持課 課長補佐 様

地域事業管理官様

各地方整備局 道路工事課長 様

道路管理課長 様

交通対策課長 様

地域道路課長 様

沖縄総合事務局 道路建設課長 様

建設工務室長 様

道路管理課長 様

建設行政課長 様

道路局 国道・技術課 企画専門官

課長補佐

道路メンテナンス企画室

課長補佐

トンネル内での事故の発生について

令和４年５月１０日付け事務連絡で情報提供したとおり、令和４年５月２日に奈

良県管理の国道１６８号助人（すけっと）トンネルにおいて、トンネル天井から垂

れ下がった照明用ケーブルに通行中のバイク２台が接触したことが原因と考えられ

る死傷事故が発生しました。

事故の詳細な原因は、警察により捜査中ですが、事故前に何らかの原因によりケー

ブルが垂れ下がった状態であったことを踏まえ、念のため、トンネルの補修工事を行

う場合は、以下の点に留意願います。

なお、必要に応じて、貴管内の都道府県等へも情報提供願います。

１．建築限界（H=4.5m）が確保されておらず、かつ、車道の幅員が狭小なトンネ

ルにおいて、仮設物やケーブル（以下、「仮設物等」という。）の設置又は切り

回しを行う場合は、車両がこれらの仮設物等に接触しないよう、できる限り高

さに余裕のある空間内で行うこと

２．施工中の仮設物等により、高さ制限される場合は、標識等を出すこととなっ

ているが、その際、単に工事中という情報だけでなく、高さ等が不足している

ことがわかるよう現場に表示すること

３．照明は施工中も施工前の輝度を損なわないように配慮するとともに、損なわ

ざるを得ない場合は、入り口に「照明暗い注意」などの看板を表示すること

＜参考＞

・建設工事公衆災害防止対策要綱の解説
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